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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (千円) 7,105,908 6,389,807 ― ― ―

経常利益 (千円) 760,176 681,335 ― ― ―

当期純利益 (千円) 444,673 217,555 ― ― ―

包括利益 (千円) ― 246,246 ― ― ―

純資産額 (千円) 13,661,069 13,489,552 ― ― ―

総資産額 (千円) 14,589,304 14,457,850 ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 1,716.28 1,746.21 ― ― ―

１株当たり
当期純利益金額

(円) 56.32 27.60 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 92.9 93.3 ― ― ―

自己資本利益率 (％) 3.3 1.6 ― ― ―

株価収益率 (倍) 14.03 25.33 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 720,407 607,420 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,468,579 △2,047,235 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △285,454 △288,119 ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 4,083,783 2,386,280 ― ― ―

従業員数
 (外、平均臨時雇用者数)

(人)
321 271 ― ― ―

(48) (68) ― ― ―
 

(注) １．当社は、連結の対象となる子会社がなくなったため、第38期より連結財務諸表は作成しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (千円) 6,384,158 5,634,896 5,536,644 5,775,371 4,652,235

経常利益 (千円) 701,482 663,901 771,750 734,659 428,627

当期純利益 (千円) 419,490 611,485 453,539 446,504 248,156

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,589,052 2,589,052 2,589,052 2,589,052 2,589,052

発行済株式総数 (千株) 12,984 12,984 12,984 12,984 12,984

純資産額 (千円) 13,123,596 13,489,552 13,747,669 13,842,689 13,752,725

総資産額 (千円) 14,026,877 14,457,850 14,763,364 14,883,994 14,646,728

１株当たり純資産額 (円) 1,662.22 1,746.21 1,779.69 1,792.00 1,780.39

１株当たり配当額
 (内１株当たり中間配当
額)

(円)
16.00 25.00 50.00 50.00 50.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 53.13 77.59 58.71 57.80 32.13

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 93.6 93.3 93.1 93.0 93.9

自己資本利益率 (％) 3.2 4.6 3.3 3.2 1.8

株価収益率 (倍) 14.87 9.01 15.02 17.75 31.10

配当性向 (％) 30.1 32.2 85.2 86.5 155.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 874,104 313,950 250,895

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △2,163,093 △126,796 △80,206

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △227,049 △418,368 △403,790

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― 870,241 639,028 405,926

従業員数
 (外、平均臨時雇用者数)

(人)
296 271 224 192 190

(47) (67) (81) (128) (130)
 

(注) １．当社は、連結の対象となる子会社がなくなったため、第38期より連結財務諸表は作成しておりません。

２．第37期まで連結財務諸表を作成しているため、第36期及び第37期の各事業年度のキャッシュ・フローの項目

については記載しておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、第36期及び第37期の各事業年度は連結財務諸表を作成してい

るため、また、第38期以降は関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

年月 事項

昭和51年２月 株式会社卑弥呼を東京都台東区今戸に資本金300万円にて設立、婦人靴の製造販売を行う。

 『彼女は遊びの精神(こころ)を知っている。』をコンセプトとして、「卑弥呼」と冠したブランド

を販売。

昭和52年６月 本店を東京都台東区今戸から東京都台東区浅草に移転。

昭和53年１月 株式会社テストドライバーを東京都台東区浅草に設立、婦人靴の企画・デザインを行う。

昭和54年１月 本店を東京都台東区浅草から東京都台東区寿に移転。

昭和55年11月 株式会社原宿卑弥呼を東京都渋谷区神宮前に設立、婦人靴・雑貨等の販売を行う。

昭和55年12月 アンテナショップ第１号店「原宿卑弥呼本店」を東京都渋谷区神宮前にオープン。

昭和56年１月 自立した知的な若い女性をターゲットとした新ブランド、「elegance卑弥呼」を発表。

昭和60年５月 おしゃれなティーンエイジャーをターゲットとした新ブランド、「WANO NANO」を発表。

昭和62年３月 株式会社卑弥呼を株式会社卑弥呼興産に商号変更、本店を東京都台東区寿から東京都台東区今戸に

移転、不動産管理を行う。同時に、新たに株式会社卑弥呼を東京都港区南青山に資本金１億円にて

設立、婦人靴に関する事業のすべてを営業譲渡。

昭和63年３月 グループの企業体質の強化及び資本関係整理のため、株式会社卑弥呼興産、株式会社卑弥呼、株式

会社テストドライバー、株式会社原宿卑弥呼の４社を合併し、株式会社卑弥呼に商号変更。同時

に、新たに株式会社テストドライバー(物流管理)、株式会社原宿卑弥呼(婦人靴販売)を東京都墨田

区菊川に設立し、存続会社の営業の一部を譲渡。

昭和63年５月 本店を東京都台東区今戸から東京都港区南青山に移転。

昭和63年７月 リッチな生活感をもった社交的な上流階級婦人をターゲットにした最高級婦人靴新ブランド、

「CAMUI(現、water massage®)」を発表。

平成元年２月 業容拡大対応のため、本部を東京都渋谷区神宮前に設置し本社機構を移転。

平成２年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成３年９月 健康増進に役立つ新開発のウォーター・マッサージ・シューズ「CAMUI(現、water massage®)」を

発表。

平成５年７月 本店を東京都港区南青山から東京都渋谷区神宮前に移転。

平成６年９月 「Camui銀座店(現、water massage®銀座店)」を東京都中央区銀座にオープン。

平成８年４月 株式会社エルピーディを東京都渋谷区千駄ヶ谷に設立、衣料品・雑貨等の製造販売を行う。

平成12年８月 大型路面旗艦店「卑弥呼心斎橋店(現、心斎橋店及びQueen's卑弥呼心斎橋店」を大阪府大阪市中央

区にオープン。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所(現、東京証券取引所ＪＡＳＤ

ＡＱ(スタンダード))に株式を上場。

平成17年８月 モデルサイズ(大きいサイズ)の婦人靴専門店「Queen'卑弥呼」第１号店として、「Queen's卑弥呼

新宿京王モール店」を東京都新宿区西新宿にオープン。

平成17年９月 「卑弥呼心斎橋店」を改装し、１階をバッグ等服飾雑貨を数多く扱う新業態店舗、２階を

「Queen's卑弥呼心斎橋店」としてオープン。

平成20年３月 「Queen's卑弥呼銀座店」を東京都中央区銀座にオープン。

平成20年８月 株式会社エルピーディがVINA MODE INTERNATIONAL Co.,Ltd.をベトナム・ハイフォン市に設立、靴

及び革製品の加工製造を行う。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(現、東京

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード))に上場。

平成22年５月 株式会社たびごこちを東京都渋谷区神宮前に設立、旅行業を行う。

平成22年９月 ネットショップチャネルに参入、販売開始。

平成22年12月 株式会社エルピーディの株式をＭＢＯにより譲渡、同社の子会社VINA MODE INTERNATIONAL

Co.,Ltd.とともに連結子会社から外れる。

平成23年６月 株式会社たびごこちの全株式を株式会社磐城タクシーに譲渡。

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に株

式を上場。
 

 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

 4/62



 

３ 【事業の内容】

当社は、ファッショナブルで健康的な靴等の服飾雑貨の企画・開発及び卸・小売を主な事業内容としております。

セグメントの名称 主要取扱品目 主要な会社

１．靴製品等卸・小売事業   

 (1) 企画・開発事業 靴等の服飾雑貨 当社

 (2) 卸売事業 同上 当社

 (3) 小売事業 同上 当社

２．不動産賃貸事業(注) 貸ビル等 当社
 

(注) 不動産賃貸事業につきましては、全体の売上高及び営業利益に占める重要性がないため、セグメント情報として

の記載を省略しております。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

(その他の関係会社)      

株式会社おさむ 東京都武蔵野市 29,660
有価証券の保有及
び運用

被所有
29.24

該当ありません。

 

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成26年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

190 (130) 31.4 6.6 3,173,062
 

(注) １．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 

(2) 労働組合の状況

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、各種政策効果の下支えにより、緩やかな回復基調を描き、個人消費は平成26

年４月の消費税率引上げに伴う駆け込み需要もあり、住宅や宝飾品等高額商品を中心に堅調に推移いたしました。

当社を取り巻く市場環境につきましては、継続的に改善傾向にある雇用情勢と駆け込み需要が、個人の消費マイ

ンドを刺激することが期待されましたが、その効果は限定的で、全般的には企業間競争が激化するなど厳しいもの

となりました。

このような市場環境のもと、当社は主要事業である靴事業において当社ブランドの総合力を発揮すべく、次の３

つの重点施策を実施してまいりました。

第１に、原点に立ち帰り、「ブランドビジネス」を追求するため、機能別組織からブランド事業部制への組織改

革を平成25年12月に実施しました。

第２に、顧客接点である店頭販売の価値を上げるべく、フィッティングを中心としたコンサルティング・セール

スの強化による顧客満足の最大化に注力してまいりました。

第３に、存在感を増してきたインターネット市場においても売上を確保すべく、ネットモール３社「マルイウェ

ブチャネル」「javari（Amazon）」、および「LOCONDO」における提供サービスを拡充し、順調に売上を拡大するこ

とができました。

しかしながら、前事業年度分の商品在庫の消化を優先させたため、売上高を積み増す新規商品の投入が十分でき

なかったこと、また季節商材であるブーツの需要減に伴う客単価の減少とそれを補う代替商品の手当が伴わなかっ

たこと、更に消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の効果が限定的で予測を大きく下回ったこと等により、当事業

年度の売上高は前事業年度を大幅に下回る結果となりました。

また、社内情報システム投資による業務の効率化および店舗のスクラップアンドビルドを通した人時生産性の向

上による経費削減も実施いたしましたが、売上高減少による利益減を補うことができませんでした。

この結果、当事業年度の売上高は4,652百万円(前事業年度比19.4％減)、営業利益は334百万円(同50.0％減)、経

常利益は428百万円(同41.7％減)、当期純利益は248百万円(同44.4％減)となりました。

なお、当事業年度末における全体の店舗数は、ブランド再編を含め10店舗新規出店、10店舗退店の結果、93店舗

（前事業年度末比 店舗増減なし）となりました。

 

売上高の内訳は、下表のとおりであります。

    (単位：百万円)

ブランド
第39期 第40期

増減額
前事業年度比
増減率(％)(平成25年３月期) (平成26年３月期)

卑弥呼 1,696 1,377 △318 △18.8

elegance卑弥呼 1,305 940 △365 △28.0

WANO NANO 1,233 925 △308 △25.0

water massage® 1,488 1,361 △127 △8.5

その他 52 48 △3 △6.8

売上高合計 5,775 4,652 △1,123 △19.4
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による資金の増加250百万円、投

資活動による資金の減少80百万円、財務活動による資金の減少403百万円により、前事業年度末に比べ233百万円

減少し、当事業年度末には405百万円となりました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は250百万円（前事業年度比63百万円減）となりました。これは、主に税引前当期

純利益409百万円、減価償却費90百万円、返品調整引当金の減少73百万円、売上債権の増加68百万円、たな卸資産

の減少150百万円、仕入債務の増加73百万円、法人税等の支払355百万円等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は80百万円（前事業年度比46百万円減）となりました。これは、主に定期預金の

預入による支出6,100百万円、定期預金の払戻による収入7,528百万円、有価証券の取得による支出2,000百万円、

有価証券の売却による収入1,000百万円、投資有価証券の取得による支出507百万円等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は403百万円（前事業年度比14百万円減）となりました。これは、主に配当金の支

払384百万円等によるものであります。

　

２ 【商品仕入及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

前事業年度比
増減率(％)

靴製品等卸・小売事業(千円) 2,179,071 △30.2

不動産賃貸事業(千円) ― ―

合計(千円) 2,179,071 △30.2
 

(注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

前事業年度比
増減率(％)

靴製品等卸・小売事業(千円) 4,611,264 △19.6

不動産賃貸事業(千円) 40,971 1.5

合計(千円) 4,652,235 △19.4
 

(注) １．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

前事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社丸井 1,225,621 21.2 903,354 19.4
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３ 【対処すべき課題】

当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況下におきまして、当

社は、以下の課題に取り組んでまいります。

 

①　マーチャンダイジング力の向上

当社が属する婦人靴業界は、節約志向やライフスタイルの多様化により、ファストファッションをはじめとする

低価格化と、海外からの高価格帯ブランドの流入など「市場の二極化」が一層進むことが予測されます。この競争

が激化する市場において、当社が競争優位性を保つためには、マーチャンダイジング力の向上による商品力と販売

力の強化が重要な課題であると考えております。

商品開発力につきましては、経営資源を集中することで商品開発スピードを上げていくこと、および日本の風

土・文化に根ざした当社にしかできないオリジナル商品ならびに商品群を開発し、提案していくことが重要な課題

と考えております。

 

②　国内靴メーカーとの関係強化

優良靴メーカーとの関係構築が重要な課題と考えております。

国内靴メーカーは、技術者不足や輸入品との価格競争、原皮不足および製品資材の原価高騰に対応するために、

中国をはじめとした海外への生産シフトを余儀なくされており、品質の安定性や納期遅延の懸念があります。この

ような状況下においても、現地での生産・品質指導や、最終仕上げ工程を日本で行うなどQCD（品質・コスト・納

期）に係るリスク管理に力を入れている国内靴メーカーとの関係を当社は強化し、高品質を維持し続けることに注

力してまいります。

 

③　販売力の強化

販売チャネルとしてネットモールが台頭してきている中、店頭販売の価値を上げることが継続的な重要課題と考

えております。

今まで以上に店頭での販売体制を強化し、お客様一人ひとりのご満足を最大にするべく、当社はコンサルティン

グ販売、接客におけるフィッティング技術の向上に努め、そのための教育投資を積極的に行ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。　

　

①　売上高状況

当社の商品は、国内の百貨店等の小売店への販売および顧客への直接販売を行っているため、国内の景気後退

による個人消費の低迷の影響を受けて、当社の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。また当

社の商品は、日本の季節の移り変わりに対応したマーチャンダイジングを行うことで、消費者の嗜好にあった商

品の提供を行っておりますが、冷夏暖冬等の天候不順、台風等の気象条件により、当社の売上が影響を受ける可

能性があります。

 

②　主力販路

主力販路である国内の百貨店が自社PB商品の開発・販売に注力する戦略をより強化する方策をとった場合、百

貨店内における当社の売上が影響を受ける可能性があります。

　

③　商品開発力

当社は今後とも継続して魅力ある商品を開発できるものと考えておりますが、当社が属する業界は、消費者の嗜

好の変化やさまざまな要因から、商品のトレンドが急速に変化する可能性があります。商品の開発は、これら消費

者の嗜好の変化やトレンドを予測して行っておりますが、当社が市場からの支持を得られる商品を正確に予測でき

るとは限らず、また、これらの商品の販売が成功する保証はありません。

新たに開発した商品または技術が、独自の知的財産として保護される保証がないとともに、技術の急速な進歩に

より当社の商品が消費者の支持を得られない可能性があります。

上記のリスクをはじめとして、当社が属する業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある商品を開発できな

い場合には、将来の成長と収益性を低下させる可能性があります。

　

④　価格競争

当社は、当社が属している市場と関連市場において、競争の激化に直面しております。競合先には専業企業と他

業界(アパレル等)からの参入企業があり、その一部は当社よりも多大な研究開発、製造、販売促進等の経営資源を

有しています。既存競合先間の提携、または新しい競合先が台頭し、市場での大きなシェアを急速に拡大する可能

性があります。当社は高品質で高付加価値を市場に提案する国内でのリーディングカンパニーの一社であると考え

る一方で、将来においても当社が市場での優位性を維持できる保証はなく、価格面での訴求力の低下または競合先

との競争激化による顧客離れの可能性があります。

　

⑤　為替レートの変動

当社の商品の一部は海外で生産されておりますが、生産を行う地域の通貨の上昇によって製造と調達のコストを

押し上げる可能性があります。

　

⑥　商品の欠陥

当社は、業界標準より厳しい独自の品質基準に基づいて、商品の委託生産を行っております。しかし、全ての商

品について欠陥がなく、将来にリコールが発生しないという保証はありません。また、製造物に係る賠償責任につ

いては保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありま

せん。さらに引き続き当社がこのような条件の保険に加入できるとは限りません。大規模なリコールや製造物賠償

責任につながるような商品の欠陥は、多額の費用発生や当社の評価に重要な影響を与え、それにより売上高が減少

する可能性があります。
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⑦　他社との提携等の成否

当社は商品開発の一環として、経営資源を最適化し、技術の集約による相乗効果を利用するために、コラボレー

ション、技術提携の形で他社と共同で活動を行っております。また、今後も前向きに活用する予定であります。し

かし、経営、財務またはその他の理由により当事者間で不一致が生じた場合、効果的な開発による成果を享受でき

なくなる可能性があります。

　

⑧　カントリーリスク及び災害等による影響

当社の商品生産委託先は、国、地域を含めて分散しております。海外の生産地における戦争やテロ等のカント

リーリスクの顕在化により海外生産が円滑に行えない可能性や、商品の円滑な流通が行えない可能性があります。

また、当社が生産を委託している国内外の工場は、製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するた

め、機械設備の災害防止検査、点検保守を行っていますが、生産施設で発生する災害、停電またはその他の中断事

象による影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。国内はもちろん世界各地での大規模な地震やその

他の操業を中断する事象が発生した場合、商品供給が著しく低下する可能性があります。

　

⑨　顧客情報の流出

当社の商品は、国内の百貨店等の小売店への販売および顧客への直接販売を行っているため、顧客の個人情報を

保有、管理しております。これらの個人情報の取扱および管理については、社内管理体制を整備し、厳重に行い、

個人情報漏洩賠償責任保険に加入しておりますが、犯罪等により外部に漏洩した場合、当社の社会的信用の失墜に

より、売上高が減少する可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

健康に配慮したインソールを搭載したwater massage®を今後もさらに進化・発展させるとともに、新素材等のさら

なる機能性の追求及び品質の向上と、コスト低減を図るべく研究開発活動を行っております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態

(流動資産)

当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ357百万円減少し、7,051百万円(前事業年度末

7,408百万円)となりました。その主な要因は、現金及び預金の減少1,261百万円、有価証券の増加1,000百万円、

商品の減少143百万円等によるものであります。

(固定資産)

当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ119百万円増加し、7,594百万円(前事業年度末

7,475百万円)となりました。その主な要因は、投資有価証券の増加577百万円、長期預金の減少400百万円等によ

るものであります。

(流動負債)

当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ141百万円減少し、561百万円(前事業年度末703

百万円)となりました。その主な要因は、買掛金の増加73百万円、未払金の増加59百万円、未払法人税等の減少

202百万円、返品調整引当金の減少73百万円等によるものであります。

(固定負債)

当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ５百万円減少し、332百万円(前事業年度末337百

万円)となりました。

(純資産)

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ89百万円減少し、13,752百万円(前事業年度末

13,842百万円)となりました。その主な要因は、繰越利益剰余金の減少138百万円、その他有価証券評価差額金の

増加48百万円等によるものであります。

 

(2) 経営成績

(売上高)

売上高は、前事業年度に比べ1,123百万円減少し、4,652百万円(前事業年度比19.4％減)となりました。

前事業年度分の商品在庫の消化を優先させたため、売上高を積み増す新規商品の投入が十分できなかったこと、

また季節商材であるブーツの需要減に伴う客単価の減少とそれを補う代替商品の手当が伴わなかったこと、更に消

費税率引き上げに伴う駆け込み需要の効果が限定的で予測を大きく下回ったこと等により、当事業年度の売上高は

前事業年度を大幅に下回る結果となりました。

(販売費及び一般管理費)

販売費及び一般管理費は、社内情報システム投資による業務の効率化および店舗のスクラップアンドビルドを通

した人時生産性の向上による経費削減を実施した結果、2,058百万円(前事業年度比9.6％減)となりました。

(営業利益)

営業利益は、経費削減を実施したものの売上高の減少を補うことができず、前事業年度に比べ334百万円減少

し、334百万円(前事業年度比50.0％減)となりました。

(営業外損益)

営業外収益は、受取利息の増加等により94百万円(前事業年度比42.5％増)となりました。

(経常利益)

経常利益は、前事業年度に比べ306百万円減少し、428百万円(前事業年度比41.7％減)となりました。

(特別損益)

特別損失は、減損損失により19百万円(前事業年度比26.0％増)となりました。

(当期純利益)

当期純利益は、前事業年度に比べ198百万円減少し、248百万円(前事業年度比44.4％減)となりました。
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(3) 流動性及び資金の源泉

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による資金の増加250百万円、投

資活動による資金の減少80百万円、財務活動による資金の減少403百万円により、前事業年度末に比べ233百万円

減少し、当事業年度末には405百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は250百万円（前事業年度比63百万円減少）となりました。これは、主に税引前当

期純利益409百万円、減価償却費90百万円、返品調整引当金の減少73百万円、売上債権の増加68百万円、たな卸資

産の減少150百万円、仕入債務の増加73百万円、法人税等の支払355百万円等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は80百万円（前事業年度比46百万円減少）となりました。これは、主に定期預金

の預入による支出6,100百万円、定期預金の払戻による収入7,528百万円、有価証券の取得による支出2,000百万

円、有価証券の売却による収入1,000百万円、投資有価証券の取得による支出507百万円等によるものでありま

す。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は403百万円（前事業年度比14百万円減少）となりました。これは、主に配当金の

支払384百万円等によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度に実施いたしました設備投資の総額は、141百万円であります。その主な内容は、店舗の拡充による

設備投資53百万円および基幹システムへの設備投資32百万円によるものであります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、次のとおりであります。

(平成26年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物及び

構築物
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社
（東京都渋谷区)

統括業務施設 11,633 ― 77,411 89,045
42
(5)

water massage®銀座店
（東京都中央区)

店舗 65,453 ― 622 66,075
3
(1)

心斎橋店
（大阪市中央区)

同上 61,774
263,052
(189.60)

2,557 327,384
6
(4)

心斎橋ビル
（大阪市中央区)

貸ビル 31,419
836,168
(248.78)

― 867,588 ―
 

(注) １．帳簿価額欄「その他」は工具、器具及び備品、およびソフトウエアであります。

２．従業員数には、臨時雇用者数を( )で外書きしております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備計画は、原則的に景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりますが、期末時

点では、設備の新設・拡充の具体的プロジェクトがすべて決定しているわけではありません。

当事業年度後１年間の設備投資(新設・拡充)は120百万円を予定しております。

平成26年３月末計画金額 設備等の主な内容・目的 資金調達方法

120百万円 店舗・情報システム他 自己資金
 

(注) １．上記計画金額には、無形固定資産及び長期前払費用を含んでおります。

２．上記計画金額には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

14/62



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 51,900,000

計 51,900,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在発行数
(株)

(平成26年６月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,984,233 12,984,233
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)
単元株式数
100株

計 12,984,233 12,984,233 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年５月18日 2,596,846 12,984,233 ― 2,589,052 ― 2,718,862
 

　

(6) 【所有者別状況】

(平成26年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) ― 2 11 33 7 ― 1,415 1,468 ―

所有株式数

(単元)
― 327 77 33,161 118 ― 96,065 129,748 9,433

所有株式数の

割合(％)
― 0.25 0.06 25.56 0.09 ― 74.04 100.00 ―

 

(注) １．自己株式 5,259,679株は「個人その他」に52,596単元及び「単元未満株式の状況」の欄に79株を含めて記載

しております。

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が８単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

(平成26年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社卑弥呼 東京都渋谷区神宮前6-17-10 5,259 40.51

株式会社おさむ 東京都武蔵野市吉祥寺南町3-13-12 2,256 17.38

柴田　一 東京都武蔵野市 1,901 14.65

柴田　政男 東京都小金井市 378 2.92

三田　絵理 東京都武蔵野市 378 2.92

柴田　泉子 東京都武蔵野市 368 2.84

モリト株式会社 大阪府大阪市中央区南本町4-2-4 311 2.40

卑弥呼取引先持株会 東京都渋谷区神宮前6-17-10 260 2.01

株式会社PARK・DRIVE 東京都小金井市前原町3-30-11 260 2.00

株式会社エリー 東京都武蔵野市吉祥寺南町3-13-12 260 2.00

計 ― 11,635 89.61
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成26年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　5,259,600 ― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式　7,715,200 77,152 同上

単元未満株式 普通株式     9,433 ―
１単元(100株)
未満の株式

発行済株式総数 12,984,233 ― ―

総株主の議決権 ― 77,152 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

(平成26年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合(％)

株式会社卑弥呼
東京都渋谷区神宮前
6-17-10

5,259,600 ― 5,259,600 40.51

計 ― 5,259,600 ― 5,259,600 40.51
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 176 189,966

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取
得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 5,259,679 ― 5,259,679 ―
 

(注) １．「処分価額の総額」欄には、処理を行った自己株式の帳簿価額を記載しています。

２．当期間における処理自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡しによる株式は含まれておりません。

３．当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主様への利益還元を経営の重要施策として位置付けており、安定的かつ継続的に業績に見合った成果の

配分を行っていくことを基本方針としております。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。また、配当性向につきまし

ては、30％以上としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。

このような基本方針に基づき、平成26年３月期の期末配当金につきましては、１株当たり50円を実施することを平

成26年５月27日開催の決算承認取締役会により決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は155.6％とな

りました。

また、内部留保につきましては、新業態開発、店舗の新設・改装等に充当することにより業容を拡大するととも

に、財務体質及び経営基盤の強化のための原資として活用させていただく所存であります。

当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨を

定款に定めております。

 

基準日が当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成26年５月27日
取締役会決議

386,227 50

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高(円) 970 865 1,039 1,170 1,425

最低(円) 771 590 664 787 980

 

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所、平成22年４月１日から平成22年10月11

日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)、平成22年10月12日から平成25年７月15日までは大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタ

ンダード)におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 　11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,042 1,040 1,095 1,210 1,140 1,425

最低(円) 1,000 1,000 1,016 1,084 1,062 980
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役会長兼

社長

(代表取締役)
 柴田　一 昭和17年６月14日生

昭和48年11月 東京都台東区東浅草にて靴卸売業を

創業

(注)４ 1,901
昭和51年２月 当社設立　代表取締役社長

平成19年６月 当社代表取締役会長

平成20年６月 当社代表取締役会長兼社長(現任)

平成23年10月 株式会社おさむ代表取締役(現任)

専務取締役

ブランド事業

部兼事業開発

部兼商品管理

部担当

柴田　政男 昭和42年６月25日生

平成４年４月 アイワ株式会社(現　ソニー株式会

社)入社

(注)４ 378

平成15年２月 当社入社

平成20年６月 当社取締役

平成23年４月 当社常務取締役

平成24年６月 当社常務取締役　商品本部長

平成25年４月 当社専務取締役　商品本部長

平成25年５月 当社専務取締役　商品担当兼管理担

当

平成26年３月 当社専務取締役　ブランド事業部兼

事業開発部兼商品管理部担当(現任)

常務取締役
web事業部担

当
瀬川　岳則 昭和38年７月10日生

昭和62年４月 住友商事株式会社入社

(注)４ 5

平成７年８月 株式会社ナガホリ入社

平成10年６月 同社取締役

平成14年２月 株式会社ヤマノホールディングコー

ポレーション(現　株式会社ヤマノ

ホールディングス)出向　執行役員

平成15年６月 同社入社　常務執行役員

平成16年５月 当社入社

平成16年６月 当社取締役

平成18年10月 当社取締役辞任

平成19年２月 株式会社スパンロ・アンド・サン設

立　代表取締役

平成24年３月 当社入社

平成24年６月 当社常務取締役　販売本部長兼管理

本部長兼経営企画部担当

平成25年５月 当社常務取締役　販売担当

平成26年４月 当社常務取締役　web事業部担当(現

任)

取締役  西崎　泉 昭和30年12月10日生

昭和54年４月 株式会社日本長期信用銀行(現　株

式会社新生銀行)入行

(注)４ ―

平成12年１月 ＵＢＳウォーバーグ証券会社(現　

ＵＢＳ証券株式会社)入社　投資銀

行部門マネージングディレクター

平成16年３月 ニンバスアソシエイツ株式会社設

立　代表取締役社長(現任)

平成16年10月 ピナクル株式会社設立　代表取締役

社長

平成23年６月 マネックス・ハンブレクト株式会

社　取締役会長

平成24年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

常勤監査役  浅原　真裕 昭和28年５月16日生

昭和53年４月 日本航空株式会社入社

(注)５ ―

平成21年４月 同社監査役室部長

平成21年６月 株式会社ＪＡＬスカイ東京(現　株

式会社ＪＡＬスカイ)他監査役

平成23年１月 当社入社

平成23年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役  浅田　千秋 昭和24年12月３日生

昭和52年４月 弁護士登録　第二東京弁護士会所属

(注)６ ―
平成８年10月 光樹法律会計事務所共同設立

平成13年６月 当社監査役(現任)

平成19年９月 株式会社アルバック監査役(現任)

監査役  高見　現人 昭和44年11月20日生

平成９年10月 公認会計士第二次試験合格

朝日監査法人(現　有限責任あずさ

監査法人)入所

(注)６ ―

平成13年４月 公認会計士第三次試験合格

公認会計士登録

平成15年９月 高見公認会計士事務所入所

平成16年６月 当社補欠監査役

平成16年12月 税理士登録

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 2,285
 

(注) １．専務取締役柴田政男は、取締役会長兼社長柴田一の長男であります。

２．取締役西崎泉は、社外取締役であります。

３．監査役浅田千秋及び高見現人は、社外監査役であります。

４．平成26年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、上場企業としてのコーポレート・ガバナンスの充実に自発的に取組むことが、株主・投資家をはじめと

するステークホルダーの期待に応えることであると同時に、当社の無形資産の増加と競争力の向上にとって重要で

あると考えております。

 

①  企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名の内２名が社外監査役であり、法令や社会的モラルに立脚した

公正な立場から取締役の業務遂行を監視しております。

取締役会は４名で構成されており、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに、

業務の執行を監視しております。

監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の業務執行について厳正な監視を行っております。

監査役会は３名の内２名が社外監査役で構成されており、健全な経営と社会的な信頼の向上に留意し、株主の負

託と社会の要請に応えることを目的として、取締役会への出席及び業務監査等により取締役の業務執行の合法性、

妥当性、合理性を検証しております。

また、業務執行上の必要に応じ、顧問弁護士より適宜アドバイスを受けております。

　当社の企業統治の関係は、以下の図表のとおりであります。

(平成26年６月27日提出日現在)

　

・企業統治の体制を採用する理由

当社の企業規模、業務内容等を勘案し、現状の体制を採用しておりますが、今後とも取締役および監査役等のガ

バナンス機構の取り組みを見直し、改善に向けて努力する所存であります。
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・内部統制システムの整備の状況

内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容の概要は以下のとおりであります。(最終改定　平成23年

５月13日)

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(A) コーポレートガバナンス

a．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」に従い、経営に関する重要事項を決定

し、取締役の職務執行を監督するものとする。

b．取締役は、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、業務を執行するものとする。

c．経営に対する監督機能の強化・充実のため、社外取締役を置くものとする。

d．監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、「監査役監査基準」等に則り、取締役等の職務執

行の監査を実施するものとする。

(B) コンプライアンス体制

a．当社グループ会社は、「コンプライアンス宣言」及び「コンプライアンス規程」に従い、役職員全員

への浸透を図るものとする。

b．コンプライアンス違反行為が行われ、又は行われようとしていることに気づいた者が、総務責任者に

報告・相談できる社内通報制度を設けるものとする。

c．取締役は、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合には、ただちに監査

役に報告するとともに、取締役会に報告するものとする。

d．監査役は、当社の法令順守体制に問題があると認めた場合には、意見を述べるとともに、改善策を求

めることができるものとする。

(C) 財務報告の適正性を確保するための体制の整備・構築

a．代表取締役等は、適正な財務報告の重要性を全社員に認識させ、経理規程や会計基準その他関連法規

を遵守させるため、会議での指示等常に必要な意識付けを行うものとする。

b．当社グループ会社は、各業務における取引の発生から、会計システムを通じて財務諸表が作成される

プロセスの中で、虚偽記載や誤りが生じる要点をチェックして、業務プロセスの中に不正や誤りが生

じないような内部統制システムの整備・構築に取組むものとする。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(A) 当社は、当社の業務執行に係るリスクについて、「リスク管理規程」に基づき、その把握と管理、及び

個々のリスクについての管理体制を整えるものとする。

(B) 当社は、「リスク管理委員会」を組織し、不測の事態が発生した場合には、緊急時連絡網に従い、社長

を本部長とする対策本部を設置し、顧問弁護士等と連携を取りながら、損害の拡大を防止し、これを最

小限に止める体制を整えるものとする。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(A) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会規程に従い

取締役会を定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営

戦略に関わる重要事項について議論し、執行決定を行うものとする。

(B) 取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞ

れの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めるものとする。

(C) 機能別組織体制を採用し、責任と権限を明確にするとともに、迅速な意思決定を行うものとする。

４．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(A) 取締役会は、株主総会議事録や取締役会議事録等の法定文書、及び稟議書等の取締役等の職務執行に係

る文書について、「文書取扱規程」に従い、所定の期間、文書又は電磁的媒体で保存・管理を行うもの

とする。

(B) 取締役、監査役は、いつでも前項の文書を閲覧可能な状態に維持するものとする。
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５．当社並びにグループ会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(A) 関係会社管理規程に基づき、経営内容を的確に把握するため、当社グループ会社は報告事項について、

毎月次、当社の定例会議にて報告をするものとする。また、承認事項については必要な都度、当社の取

締役会に諮り承認を得るものとする。

(B) 当社は、当社グループ会社に対し、必要に応じて当社の役員又は使用人を取締役又は監査役として派遣

し、適切な管理・監督並びに経営に対しての指導・助言を行うものとする。

(C) 当社の監査役は、当社グループ会社に対し、定期的な監査を実施し、当社グループ会社全体として適切

な連携を図る。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(A) 監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、使用人を配置するものとす

る。

(B) 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮監督の下で業務をするものとする。また、その任

命、異動、評価、懲戒等については、事前に監査役会の同意を得て取締役会で決定するものとする。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(A) 取締役は、監査役が出席する取締役会その他の重要な会議において、担当する職務の執行状況を報告す

るとともに、その議事録及び稟議書等の重要な意思決定内容に関して、常勤監査役に回覧するものとす

る。

(B) 取締役及び使用人は、監査役に対して、法令違反や当社及び当社グループ会社に著しい損害を与えるお

それのある事象を発見した時は、当該事項に関する事項を速やかに報告するものとする。

(C) 監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができ、報告を求められ

た取締役及び使用人は、監査役に対して速やかに報告するものとする。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(A) 監査役が、取締役会その他の重要な会議に出席し、意見を述べる環境を整えるものとする。

(B) 監査役が、いつでも必要に応じて会社の重要な情報にアクセスできる環境を整えるものとする。

(C) 監査役が、必要に応じて監査業務に関する助言を受けるため、外部専門家を活用できる環境を整えるも

のとする。

(D) 代表取締役は、監査役と定期的な会合を持ち、意見交換と意思疎通を図るものとする。

９．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

(A) 当社及び当社グループ会社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える勢力又は団体等とは取引

関係その他一切の関係を持たず、反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、警察、特殊暴力防

止対策協議会、弁護士等の外部機関と緊密に連携し、当社グループ会社全体として毅然とした姿勢で臨

み、反社会的勢力による被害の防止に努める。

 

・リスク管理体制の整備の状況

当社では、個人情報保護をはじめとした企業倫理と法令、社会ルールの遵守を目的として、各種規程を定めると

ともに、社内の情報基盤を活用してリスクに関する情報を共有し、事業活動におけるリスクの予防に努めておりま

す。

 

② 内部監査及び監査役監査の状況

当社の監査役監査の組織は、取締役会に対する牽制機能を十分に発揮することを主眼に、３名の監査役で構成され

ており、内２名が社外監査役です。原則月１回開催される取締役会等と原則月１回開催される監査役会への出席を通

じて、取締役の職務執行について監査しております。また、内部監査室は代表取締役の指示のもと、内部監査及び財

務報告に係る内部統制の評価を行っております。なお、監査役と会計監査人との相互連携については、情報交換会を

年６回開催しコミュニケーションを図っております。

監査役高見現人氏は、公認会計士及び税理士資格を有しており、財務、会計及び税務に関する相当程度の知見を有

しております。
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③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役西崎泉氏は、ニンバスアソシエイツ株式会社代表取締役社長であります。当社は、ニンバスアソシエイ

ツ株式会社との間には特別の関係はありません。また、同氏と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その

他の利害関係はありません。

社外監査役浅田千秋氏は、株式会社アルバック社外監査役であります。当社は、株式会社アルバックとの間には特

別の関係はありません。また、同氏と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

社外監査役高見現人氏は、高見公認会計士事務所に所属しておりますが、当社は、高見公認会計士事務所との間に

は特別の関係はありません。また、同氏と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。

当社は、経営の意思決定機能と業務執行を管理監督する取締役会に対し、社外取締役１名、社外監査役２名とする

ことで経営への監視機能を強化しております。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの豊富な知識、経験に

基づく客観的、かつ中立的な経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２名による監査が実施されることによ

り、外部からの経営監視機能が十分に機能することから、現状の体制としております。

なお、当社は社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を明確に定めたものはあり

ませんが、その選任にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員として

の職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

 

④ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

役員退職慰労
引当金繰入額

退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

65,299 59,400 5,899 ― 3

監査役
(社外監査役を除く。)

7,758 7,008 750 ― 1

社外役員 16,230 15,000 1,230 ― 4
 

(注) 上記の報酬の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額および平成26年６月26日開催の定時株主総

会に付議した退任取締役に対する退職慰労金贈呈に係る退任取締役の当事業年度末以降退任日までの役員退職

慰労引当金繰入額が含まれております。

　

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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⑤　会計監査の状況

当社は有限責任監査法人トーマツと会社法監査及び金融商品取引法監査についての監査契約を締結しておりま

す。会計監査業務を執行した公認会計士は高橋勝氏と渡邊康一郎氏であり、補助者は公認会計士５名、その他３名

であります。

 

⑥　取締役の定数

当社の取締役の定数は７名以内とする旨定款に定めております。

 

⑦　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

・自己の株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社法

第165条第２項の規定により、取締役会の決議により市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款

に定めております。

・取締役の責任免除

当社は、取締役の職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第427条第１項

の規定により、法令の限度において、取締役(取締役であった者を含む。)の損害賠償責任を、取締役会の決議によ

り免除することができる旨定款に定めております。

・監査役の責任免除

当社は、監査役の職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項

の規定により、法令の限度において監査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任を、取締役会の決議により

免除することができる旨定款に定めております。

・剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。
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⑩　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

 １銘柄　　436,128千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

 特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)
保有目的

モリト株式会社 472,000 368,160 安定株主確保のため
 

　

当事業年度

 特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)
保有目的

モリト株式会社 472,000 436,128 安定株主確保のため
 

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

前事業年度
(千円)

当事業年度(千円)

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

上記以外の株式 36,547 43,295 1,036 ― 16,219
 

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

21,000 ― 19,000 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数、規模等を勘案した上で定めております。
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第５ 【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成24年９月21日内閣府令第61

号)附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日

まで)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等に的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入するとともに、監査法人等が主催するセミナー等へ参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,167,373 4,905,926

  売掛金 346,528 415,087

  有価証券 － 1,000,000

  商品 716,819 573,119

  貯蔵品 12,574 5,350

  前払費用 30,771 31,853

  繰延税金資産 98,299 60,511

  未収入金 34,263 18,671

  未収還付法人税等 － 38,635

  その他 2,165 2,606

  流動資産合計 7,408,794 7,051,763

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 558,722 547,142

    減価償却累計額 △330,743 △335,296

    建物（純額） 227,978 211,845

   機械及び装置 44,077 42,977

    減価償却累計額 △40,686 △40,403

    機械及び装置（純額） 3,390 2,573

   工具、器具及び備品 258,655 241,295

    減価償却累計額 △231,489 △181,944

    工具、器具及び備品（純額） 27,165 59,350

   土地 ※  1,099,220 ※  1,099,220

   建設仮勘定 522 －

   有形固定資産合計 1,358,278 1,372,989

  無形固定資産   

   借地権 1,146,966 1,146,966

   ソフトウエア 25,857 50,408

   無形固定資産合計 1,172,823 1,197,374

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,718,218 2,295,946

   出資金 100 100

   長期預金 2,200,000 1,800,000

   従業員に対する長期貸付金 － 2,237

   長期前払費用 63,891 57,050

   繰延税金資産 73,025 43,862

   敷金及び保証金 453,357 389,818

   役員に対する保険積立金 435,504 435,585

   投資その他の資産合計 4,944,097 5,024,600

  固定資産合計 7,475,199 7,594,965

 資産合計 14,883,994 14,646,728
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 171,925 244,940

  リース債務 18,769 915

  未払金 112,213 171,943

  未払法人税等 202,000 －

  預り金 19,201 12,274

  前受収益 1,061 －

  賞与引当金 29,000 33,000

  返品調整引当金 136,538 63,250

  ポイント引当金 9,815 11,270

  資産除去債務 1,163 4,779

  その他 1,856 19,554

  流動負債合計 703,546 561,928

 固定負債   

  リース債務 750 －

  退職給付引当金 135,693 133,623

  役員退職慰労引当金 141,174 148,543

  預り保証金 22,775 18,055

  資産除去債務 37,364 31,852

  固定負債合計 337,757 332,074

 負債合計 1,041,304 894,003

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,589,052 2,589,052

  資本剰余金   

   資本準備金 2,718,862 2,718,862

   資本剰余金合計 2,718,862 2,718,862

  利益剰余金   

   利益準備金 95,750 95,750

   その他利益剰余金   

    別途積立金 15,095,000 15,095,000

    繰越利益剰余金 1,437,574 1,299,493

   利益剰余金合計 16,628,324 16,490,243

  自己株式 △7,118,380 △7,118,570

  株主資本合計 14,817,858 14,679,588

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △18,052 30,253

  土地再評価差額金 ※  △957,116 ※  △957,116

  評価・換算差額等合計 △975,168 △926,862

 純資産合計 13,842,689 13,752,725

負債純資産合計 14,883,994 14,646,728
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 5,775,371 4,652,235

売上原価   

 商品期首たな卸高 298,903 716,819

 当期商品仕入高 3,130,669 2,188,345

 合計 3,429,572 2,905,165

 商品期末たな卸高 716,819 573,119

 売上原価 2,712,752 2,332,045

売上総利益 3,062,618 2,320,189

返品調整引当金繰入額 116,538 －

返品調整引当金戻入額 － 73,287

差引売上総利益 2,946,080 2,393,477

販売費及び一般管理費   

 販売手数料 213,815 225,740

 運賃 165,529 151,837

 広告宣伝費 69,154 26,576

 役員報酬 82,571 81,408

 給料及び賞与 742,339 692,943

 賞与引当金繰入額 28,607 32,254

 退職給付費用 43,117 16,819

 役員退職慰労引当金繰入額 8,810 7,369

 福利厚生費 120,602 107,457

 旅費及び交通費 64,224 63,449

 通信費 17,751 15,670

 交際費 1,154 790

 支払手数料 99,960 81,494

 水道光熱費 28,274 29,783

 賃借料 328,477 298,036

 消耗品費 52,102 62,163

 租税公課 7,999 12,817

 減価償却費 127,472 85,493

 修繕費 18,698 6,400

 保険料 2,149 2,052

 募集費 14,252 15,119

 事業税 9,713 6,269

 その他 ※1  30,649 ※1  36,980

 販売費及び一般管理費合計 2,277,430 2,058,930

営業利益 668,649 334,547
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業外収益   

 受取利息 14,021 31,443

 受取配当金 8,825 10,476

 受取手数料 36,655 34,578

 受取補償金 － 12,000

 雑収入 6,508 5,581

 営業外収益合計 66,009 94,079

経常利益 734,659 428,627

特別損失   

 減損損失 ※2  15,257 ※2  19,229

 特別損失合計 15,257 19,229

税引前当期純利益 719,402 409,397

法人税、住民税及び事業税 333,441 119,807

法人税等調整額 △60,542 41,433

法人税等合計 272,898 161,241

当期純利益 446,504 248,156
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,589,052 2,718,862 2,718,862 95,750 15,095,000 1,377,333 16,568,083

当期変動額        

剰余金の配当      △386,237 △386,237

当期純利益      446,504 446,504

自己株式の取得        

自己株式の処分      △26 △26

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
       

当期変動額合計 － － － － － 60,240 60,240

当期末残高 2,589,052 2,718,862 2,718,862 95,750 15,095,000 1,437,574 16,628,324
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △7,118,387 14,757,611 △52,825 △957,116 △1,009,942 13,747,669

当期変動額       

剰余金の配当  △386,237    △386,237

当期純利益  446,504    446,504

自己株式の取得 △60 △60    △60

自己株式の処分 67 41    41

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
  34,773 － 34,773 34,773

当期変動額合計 6 60,247 34,773 － 34,773 95,020

当期末残高 △7,118,380 14,817,858 △18,052 △957,116 △975,168 13,842,689
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 当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,589,052 2,718,862 2,718,862 95,750 15,095,000 1,437,574 16,628,324

当期変動額        

剰余金の配当      △386,236 △386,236

当期純利益      248,156 248,156

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
       

当期変動額合計 － － － － － △138,080 △138,080

当期末残高 2,589,052 2,718,862 2,718,862 95,750 15,095,000 1,299,493 16,490,243
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △7,118,380 14,817,858 △18,052 △957,116 △975,168 13,842,689

当期変動額       

剰余金の配当  △386,236    △386,236

当期純利益  248,156    248,156

自己株式の取得 △189 △189    △189

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
  48,306 － 48,306 48,306

当期変動額合計 △189 △138,270 48,306 － 48,306 △89,964

当期末残高 △7,118,570 14,679,588 30,253 △957,116 △926,862 13,752,725
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 719,402 409,397

 減価償却費 128,878 90,992

 減損損失 15,257 19,229

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,483 △2,069

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,610 7,369

 賞与引当金の増減額（△は減少） △14,000 4,000

 返品調整引当金の増減額（△は減少） 116,538 △73,287

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △5,694 1,454

 受取利息及び受取配当金 △22,846 △41,919

 売上債権の増減額（△は増加） 146,410 △68,559

 たな卸資産の増減額（△は増加） △417,203 150,924

 仕入債務の増減額（△は減少） △64,088 73,014

 その他 △42,641 150

 小計 595,106 570,696

 利息及び配当金の受取額 23,046 35,578

 法人税等の支払額 △304,202 △355,379

 営業活動によるキャッシュ・フロー 313,950 250,895

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △4,504,135 △6,100,000

 定期預金の払戻による収入 2,000,578 7,528,344

 有価証券の取得による支出 － △2,000,000

 有価証券の売却による収入 2,700,000 1,000,000

 有形固定資産の取得による支出 △44,967 △62,780

 無形固定資産の取得による支出 △10,945 △7,639

 投資有価証券の取得による支出 △314,466 △507,750

 敷金及び保証金の差入による支出 △5,298 △382

 敷金及び保証金の回収による収入 72,840 75,896

 その他 △20,402 △5,895

 投資活動によるキャッシュ・フロー △126,796 △80,206

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △60 △189

 配当金の支払額 △385,237 △384,995

 その他 △33,069 △18,604

 財務活動によるキャッシュ・フロー △418,368 △403,790

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △231,213 △233,101

現金及び現金同等物の期首残高 870,241 639,028

現金及び現金同等物の期末残高 ※  639,028 ※  405,926
 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

35/62



【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しており

ます。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

リース資産以外の有形固定資産

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法)を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　８～39年

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

リース資産以外のソフトウエア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

36/62



 

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3) 返品調整引当金

当事業年度末日後に予想される売上返品による損失に備えるため、過去の返品率等に基づき、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しております。

(4) ポイント引当金

将来のポイント使用による売上値引に備えるため、過去の使用実績に基づき、当事業年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

・財務諸表等規則様式第十一号（記載上の注意６）により、財務諸表等規則第121条第１項第２号に定める有形固定

資産等明細表において、特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由により取得原価

の修正を行った際に生じた再評価差額等は、これまでの、増減があった場合に記載する「当期増加額」または

「当期減少額」の欄のほか、期首または期末の残高について「当期首残高」または「当期末残高」の欄に内書

（括弧書）する方法に変更しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。
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(貸借対照表関係)

※ 土地再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再

評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号の土地課税台帳に登録されている価格により算

出しております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

(損益計算書関係)

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

16,229千円 20,019千円
 

 

※２　減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

場所 用途 種類 減損損失

北海道札幌市他(計４件) 店舗
建物・工具、器具及び備品・
長期前払費用

15,257千円
 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗、賃貸用不動産等の各物件単位で資産グループを決

定しております。

当事業年度において退店を決定した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額15,257千円

(建物10,927千円、工具、器具及び備品4,158千円、長期前払費用171千円)を減損損失として特別損失に計上してお

ります。

なお、回収可能価額は使用価値によっておりますが、いずれも当事業年度において退店を決定した店舗であるた

め、将来キャッシュ・フローの算定にあたっては割引率を考慮しておりません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

場所 用途 種類 減損損失

東京都中央区他(計４件) 店舗
建物・工具、器具及び備品・
長期前払費用

19,229千円
 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗、賃貸用不動産等の各物件単位で資産グループを決

定しております。

当事業年度において退店を決定した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額19,229千円

(建物15,462千円、工具、器具及び備品1,595千円、長期前払費用2,170千円)を減損損失として特別損失に計上して

おります。

なお、回収可能価額は使用価値によっておりますが、いずれも当事業年度において退店を決定した店舗であるた

め、将来キャッシュ・フローの算定にあたっては割引率を考慮しておりません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数
(株)

当事業年度
増加株式数
(株)

当事業年度
減少株式数
(株)

当事業年度末
株式数
(株)

発行済株式     

 普通株式 12,984,233 ― ― 12,984,233

合計 12,984,233 ― ― 12,984,233

自己株式     

 普通株式 (注)１，２ 5,259,493 60 50 5,259,503

合計 5,259,493 60 50 5,259,503
 

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少50株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月28日
取締役会

普通株式 386,237 50 平成24年３月31日 平成24年６月29日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の
総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月28日
取締役会

普通株式 386,236 利益剰余金 50 平成25年３月31日 平成25年６月28日
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当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数
(株)

当事業年度
増加株式数
(株)

当事業年度
減少株式数
(株)

当事業年度末
株式数
(株)

発行済株式     

 普通株式 12,984,233 ― ― 12,984,233

合計 12,984,233 ― ― 12,984,233

自己株式     

 普通株式 (注) 5,259,503 176 ― 5,259,679

合計 5,259,503 176 ― 5,259,679
 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加176株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月28日
取締役会

普通株式 386,236 50 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の
総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月27日
取締役会

普通株式 386,227 利益剰余金 50 平成26年３月31日 平成26年６月27日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

現金及び預金勘定 6,167,373千円 4,905,926千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,528,344 △4,500,000

現金及び現金同等物 639,028 405,926
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、靴製品等卸・小売事業におけるホストコンピュータ(工具、器具及び備品)であります。

無形固定資産

主として、靴製品等卸・小売事業における在庫管理用ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金については自己資金にて対応しております。また、余資については、一部元本保証の長期性

金融資産で運用を行っているものがありますが、主に流動性の高い金融資産にて運用しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券は、短期の譲渡性預金であり、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式および満期保有

目的の債券であります。これらは市場価格の変動リスク等に晒されております。

また、一部の満期保有目的の債券および長期預金は、デリバティブ内包型の金融商品であります。これらは元本

が円建てであり全額保証されていますが、為替相場が一定水準以上の米ドル高円安になった場合に自動的に早期償

還あるいは解約される特約が付されています。また、債券のクーポンおよび預金の利率も為替相場に連動して決定

されるため、為替の変動リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、賃貸借契約によるものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金および未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、売掛債権管理規程に従い、営業債権について、各部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

満期保有目的の債券は、元本保証の格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少でありま

す。

 

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直

しております。

満期保有目的の債券および長期預金については、当社には満期まで保有する意思がありますが、その一部につ

いては、為替相場の変動により自動的に早期償還あるいは解約されるリスクがあります。しかし、その場合でも

元本全額が保証されています。また、債券のクーポンおよび預金の利率が為替相場により変動しますが、下限が

設定されており、それを下回ることはありません。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前事業年度(平成25年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 6,167,373 6,167,373 ―

(2) 売掛金 346,528 346,528 ―

(3) 投資有価証券 1,718,218 1,546,827 △171,390

(4) 長期預金 2,200,000 2,140,784 △59,215

(5) 敷金及び保証金 453,357 437,849 △15,508

 資産計 10,885,477 10,639,363 △246,114

(1) 買掛金 171,925 171,925 ―

(2) 未払法人税等 202,000 202,000 ―

 負債計 373,925 373,925 ―
 

 

(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっております。

(4) 長期預金

長期預金の時価は、取引金融機関の組込デリバティブ時価評価額をもとに一体処理した金額によってお

ります。

(5) 敷金及び保証金

一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の指標で割引いた現在価値に

より算定しております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

２．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 6,164,749 ― ― ―

売掛金 346,528 ― ― ―

投資有価証券     

満期保有目的の債券 ― ― 300,000 1,000,000

長期預金 ― ― ― 2,200,000

敷金及び保証金 394,365 5,891 ― 53,100

合計 6,905,643 5,891 300,000 3,253,100
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当事業年度(平成26年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 4,905,926 4,905,926 ―

(2) 売掛金 415,087 415,087 ―

(3) 有価証券 1,000,000 1,000,000 ―

(4) 投資有価証券 2,295,946 2,218,073 △77,873

(5) 長期預金 1,800,000 1,782,005 △17,994

(6) 敷金及び保証金 389,818 383,050 △6,768

 資産計 10,806,779 10,704,144 △102,635

(1) 買掛金 244,940 244,940 ―

(2) 未払金 171,943 171,943 ―

 負債計 416,883 416,883 ―
 

 

(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1）現金及び預金、(2）売掛金、ならびに(3)有価証券

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっております。

(5) 長期預金

長期預金の時価は、取引金融機関の組込デリバティブ時価評価額をもとに一体処理した金額によってお

ります。

(6) 敷金及び保証金

一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の指標で割引いた現在価値に

より算定しております。

負　債

(1) 買掛金および(2) 未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

２．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 4,904,047 ― ― ―

売掛金 415,087 ― ― ―

有価証券 1,000,000 ― ― ―

投資有価証券     

満期保有目的の債券 ― ― 300,000 1,000,000

長期預金 ― 100,000 ― 1,700,000

敷金及び保証金 191,463 145,253 ― 53,100

合計 6,510,599 245,253 300,000 2,753,100
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(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前事業年度(平成25年３月31日)

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 313,510 321,120 7,609

(3) その他 ― ― ―

小計 313,510 321,120 7,609

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 1,000,000 821,000 △179,000

(3) その他 ― ― ―

小計 1,000,000 821,000 △179,000

合計 1,313,510 1,142,120 △171,390
 

 

当事業年度(平成26年３月31日)

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 311,873 320,400 8,526

(3) その他 ― ― ―

小計 311,873 320,400 8,526

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 1,000,000 913,600 △86,400

(3) その他 ― ― ―

小計 1,000,000 913,600 △86,400

合計 1,311,873 1,234,000 △77,873
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２．その他有価証券

前事業年度(平成25年３月31日)

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

(1) 株式 34,097 24,436 9,660

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 34,097 24,436 9,660

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

(1) 株式 370,610 408,388 △37,778

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 370,610 408,388 △37,778

合計 404,707 432,825 △28,117
 

　

当事業年度(平成26年３月31日)

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

(1) 株式 479,091 432,410 46,681

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 479,091 432,410 46,681

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

(1) 株式 332 415 △83

(2) 債券 504,650 505,541 △891

(3) その他 ― ― ―

小計 504,982 505,956 △974

合計 984,073 938,367 45,706
 

(注)　譲渡性預金（貸借対照表計上額1,000,000千円)については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額と

近似していることから、帳簿価額をもって貸借対照表価額としているため、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。
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(退職給付関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務　　135,693千円

(2) 退職給付引当金　135,693千円

　

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用　　　　 43,117千円

　

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金および退職給付費用を計算しておりま

す。

　

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 135,693 千円

退職給付費用 17,135  

退職給付の支払額 19,205  

退職給付引当金の期末残高 133,623  
 

　

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 133,623 千円

貸借対照表に計上された負債の金額 133,623  

   

退職給付引当金 133,623 千円

貸借対照表に計上された負債の金額 133,623  
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 17,135 千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
 

当事業年度
(平成26年３月31日)

繰延税金資産    

 流動    

   未払事業税 16,479千円  ―千円

   返品調整引当金 51,898  22,542

　　賞与引当金 11,022  11,761

   商品 12,172  17,326

   その他 6,726  11,368

     流動計 98,299  62,998

 固定    

    退職給付引当金 48,361  47,623

    役員退職慰労引当金 50,314  52,940

   投資有価証券 1,291  1,291

　　その他有価証券評価差額金 10,065  ―

   資産除去債務 13,316  11,352

   その他 7,509  5,080

   小計 130,859  118,289

   評価性引当額 △54,659  △56,619

     固定計 76,199  61,669

繰延税金資産計 174,499  124,668

繰延税金負債    

　流動    

　　未収事業税 ―  △2,487

　　　流動計 ―  △2,487

 固定    

   資産除去債務に対応する除去費用 △3,174  △2,402

　　その他有価証券評価差額金 ―  △15,405

　　　固定計 △3,174  △17,807

繰延税金負債計 △3,174  △20,294

繰延税金資産の純額 171,325  104,373
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度（平成25年３月31日）および当事業年度（平成26年３月31日）において、法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省略し

ております。
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３．土地再評価に係る繰延税金資産

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
 

当事業年度
(平成26年３月31日)

土地再評価に係る繰延税金資産 341,116千円  341,116千円

評価性引当額 △341,116  △341,116

土地再評価に係る繰延税金資産 ―  ―
 

 

４．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税

金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消

が見込まれる一時差異等については、従来の38.0％から35.6％に変更されます。この変更により、繰延税金

資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は4,023千円減少し、法人税等調整額は4,023千円増加し

ております。

 
(持分法損益等)

該当事項はありません。
　

(賃貸等不動産関係)

当社では、大阪府において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む。)を有しております。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

貸借対照表計上額   

 

期首残高 870,047 868,799

期中増減額 △1,247 △1,211

期末残高 868,799 867,588

期末時価 782,894 782,894
 

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．前事業年度における期中増減額は減価償却費(△1,247千円)であり、当事業年度における期中増減額は減価

償却費(△1,211千円)であります。

３．期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行っ

たものを含む。)であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度及び当事業年度において、当社は、靴製品等卸・小売事業のほか、不動産賃貸事業を行っており

ますが、靴製品等卸・小売事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも事業セグメントの合計額の

90％を超え、報告セグメントは当該事業のみであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報
  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社丸井 1,225,621 靴製品等卸・小売事業
 　

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社丸井 903,354 靴製品等卸・小売事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)及び当事業年度(自　平成25年４月１日　至　

平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)及び当事業年度(自　平成25年４月１日　至　

平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)及び当事業年度(自　平成25年４月１日　至　

平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)及び当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平

成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 1,792円00銭 １株当たり純資産額 1,780円39銭

１株当たり当期純利益金額 57円80銭 １株当たり当期純利益金額 32円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
 

 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当期純利益金額(千円) 446,504 248,156

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 446,504 248,156

期中平均株式数(株) 7,724,775 7,724,617
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

 建物 558,722 27,594
39,174
(15,462)

547,142 335,296 28,265 211,845

 機械及び装置 44,077 ― 1,100 42,977 40,403 817 2,573

 工具、器具及び備品 258,655 53,151
70,511
(1,595)

241,295 181,944 19,367 59,350

 土地
1,099,220
(957,116)

― ―
1,099,220
(957,116)

― ― 1,099,220

 建設仮勘定 522 ― 522 ― ― ― ―

有形固定資産計 1,961,198 80,746
111,309
(17,058)

1,930,635 557,645 48,449 1,372,989

無形固定資産        

 借地権 1,146,966 ― ― 1,146,966 ― ― 1,146,966

 ソフトウエア 139,727 41,633 102,332 79,028 28,619 17,082 50,408

無形固定資産計 1,286,694 41,633 102,332 1,225,994 28,619 17,082 1,197,374

 長期前払費用 163,443 21,871
45,793
(2,170)

139,521 82,471 25,460 57,050
 

(注) １．「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．土地の当期首残高および当期末残高の( )内は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第

34号）により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 18,769 915 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) ― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 750 ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 19,519 915 ― ―
 

(注) リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸

借対照表に計上しているため、記載しておりません。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 29,000 33,000 29,000 ― 33,000

返品調整引当金 136,538 63,250 136,538 ― 63,250

ポイント引当金 9,815 11,270 9,815 ― 11,270

役員退職慰労引当金 141,174 7,369 ― ― 148,543
 

 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  資産の部

１）現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 1,878

預金  

 普通預金 96,765

 別段預金 7,282

 定期預金 4,800,000

小計 4,904,047

合計 4,905,926
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２）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社丸井 85,616

株式会社そごう・西武 38,895

株式会社小田急百貨店 33,649

株式会社阪急阪神百貨店 29,379

株式会社近鉄百貨店 23,801

その他 203,745

合計 415,087
 

 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

当期末残高
(千円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A)＋(B)

 

 

 

 (A)＋(D)  
 ２  
 (B)  
 365  
 

 

346,528 4,843,254 4,774,694 415,087 92.0 28.7
 

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。

 

３）有価証券

銘柄 金額(千円)

三井住友銀行　譲渡性預金 1,000,000

合計 1,000,000
 

 

４）商品

区分 金額(千円)

靴等 573,119

合計 573,119
 

 

５）貯蔵品

区分 金額(千円)

ショッピングバッグ等 5,350

合計 5,350
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６）投資有価証券

区分および銘柄 金額(千円)

株式  

モリト株式会社 436,128

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 8,610

日本電信電話株式会社 8,597

アリアケジャパン株式会社 6,827

野村ホールディングス株式会社 6,818

その他 12,441

計 479,423

債券  

ノムラヨーロッパファイナンスエヌブイ債 1,000,000

埼玉りそな銀行社債 504,650

三井住友銀行社債 311,873

計 1,816,523

合計 2,295,946
 

 

７）長期預金

預け先 金額(千円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,700,000

株式会社三菱ＵＦＪ信託銀行 100,000

合計 1,800,000
 

 

８）敷金及び保証金

区分 金額(千円)

天王寺ＳＣ開発株式会社 106,387

株式会社パルコ　札幌店 104,082

株式会社パルコ　広島店 41,652

株式会社イクスピアリ 33,840

有限会社アビタ企画　他 30,268

その他 73,589

合計 389,818
 

 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

56/62



 

②  負債の部

１）買掛金

相手先 金額(千円)

新興製靴工業株式会社 35,106

株式会社パナマシューズ 34,851

オリエンタル製靴株式会社 24,144

株式会社京王 21,928

株式会社フレイグランスジャパン 21,770

その他 107,138

合計 244,940
 

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高(千円) 1,175,114 2,344,689 3,696,056 4,652,235

税引前四半期(当期)純利
益金額(千円)

139,377 250,562 318,807 409,397

四半期(当期)純利益金額
(千円)

86,906 155,390 198,201 248,156

１株当たり四半期(当期)
純利益金額(円)

11.25 20.12 25.66 32.13
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益
金額(円)

11.25 8.87 5.54 6.47
 

 

EDINET提出書類

株式会社卑弥呼(E02730)

有価証券報告書

57/62



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数  100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

 取扱場所

(特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

 株主名簿管理人

(特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

 みずほ信託銀行株式会社

 取次所 ――――――――――――

 買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.himiko.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２号各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第39期)(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)平成25年６月27日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月27日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

(第40期第１四半期)(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)平成25年８月９日関東財務局長に提出

(第40期第２四半期)(自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日)平成25年11月14日関東財務局長に提出

(第40期第３四半期)(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)平成26年２月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成25年７月３日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨

時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成２６年６月２７日
 

株式会社卑弥呼

 取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  高   橋 　　 　勝   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  渡   邊 　康 一 郎   ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社卑弥呼の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第４０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及

び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社卑弥呼の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社卑弥呼の平成２

６年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社卑弥呼が平成２６年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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